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ドイツ・ライネフェルデ 南団地の再生

都市縮退の中の団地再生
　ドイツ・ライネフェルデの南団地は、旧東独時代
に作られた画一的な住棟及び配置による団地を、既
存の団地の骨格を残し「減築」手法も採用しつつ再
生した地区である。本事例は、ヨーロッパ都市計画
賞 (2004)、 国 際 建 築 家 連 盟 UIA に よ る 賞 (2005)、
国連ハビタット賞 (2007) を受賞する等広く評価を受
けており、人口減少社会を迎えた我が国に有用な知
見は多い。
　ドイツ・ライネフェルデ市（現在はライネフェル
デ - ヴォルビス市）は、旧東独の西端に位置し、東西
冷戦下では東独の顔として、アイフィスフェルト計
画で工業化が進められた。このために 1960 年代に
紡績工業が興され、同時に工場労働者向けの南団地
が建設された。当団地は、短期間に大量に供給する
ため、工場生産のコンクリートパネルを現場で組み

立てるパネル工法で作られ、規格型の住棟が立ち並
ぶ均質で単調な都市空間となった。東西ドイツ統一
後の 1991 年、紡績工場が閉鎖され、転出や失業が
発生し、南団地でも空家の増加が見られる様になっ
た。1992 年から始まる連邦政府の「大規模ニュータ
ウン再開発」援助プログラムによって 1995 年には
南団地再生マスタープランが策定された。これは都
市の縮小と、南団地の住棟及び環境の再整備を行う
ものである。
　このように、ライネフェルデの団地再生は、居住
者の減少という課題から、都市再生政策の中に位置
づけられ、住棟全体を建替えるのではなく、部分的
な改築、補修、減築及び外部環境の整備、加えて住
民活動の支援によって再生がなされてきた点に特徴
がみられる。 
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1. 社会主義工業都市の衰退
　本対象団地は、ドイツのほぼ中心
にあたるライネフェルデ ‐ ヴォル
ビス市 ( 人口約 2 万人 ) に位置して
いる。1961 年、この地域に東ドイ
ツ政府によって、ヨーロッパ最大の
テキスタイル産業基地等が建設され
た。これを受け、当時、至るところ
に大規模なベッドタウンの建設を進
めていた政府は、ライネフェルデに
も大規模な住宅地を建設した。
　当時の団地の空間デザインに関し
ては、工場と町の結びつきが一目
で分かるような計画が求められたた
め、その演出として、町の中央広場
と工場の正門は徒歩の動線で結ばれ
ており、労働者同士が勤務交代時に
顔を合わせるような計画がなされて
いた。
　 ラ イ ネ フ ェ ル デ の 南 団 地 は、
1962 年に建設が開始されたが、ベ
ルリンの壁崩壊後に工業都市として
の機能が衰退したため、多くの失業
者 を 生 み、1989 年 に 人 口 16,500
人であった同市は 12 年間に住民の
1/3 を失った。

２. 市の最重点課題としての団地再生
　1994 年に市長に就任したライン
ハ ル ト (Gerd Reinhardt) は、 団 地
再生を市の総合計画の最重点課題と
し、旧東ドイツ独自の課題に先入観
を持たず対処するため、旧西ドイツ
のプランナー (GRAS) にマスタープ
ラン作成を委託した。GRAS による
計画では、住宅地の端部から内部へ
と計画的な縮小イメージが示され、
10 年後には主要な対策が全て完了
している。
　その具体的内容としては、①既成
市街地との連続性の強化、②住宅の
画一的な機能と形態の打破、③今後
不要となる従来住宅に使用されてい
た空間を都市環境の質の向上に転換
させる、④職・住の混在による住環
境の多様性の創出、などの方針が練
られた。実際には、i）必要のない
住棟や住戸を取り壊す、ⅱ）隣接す

る住棟を新しいパーツでつなぐこと
による街並みの形成、ⅲ）バルコニー
を増設するなどの具体的な再生事業
が実施された。
　これらを実現していくには、団地
内のほとんどの住宅物件を管理し
ている住宅会社（半官半民の住宅会
社であるライネフェルデ住宅公社
(WVL) と、独立した組織である住宅
組合（LWG)）の協力が必要であった。
団地内の住宅は、これら２組織によ
る所有のまま市の管理下に残ったた
め、市による利害調整と迅速な行動
を可能にした。　　　

３. 都市再生政策としての位置づけ
　ライネフェルデの団地再生は、市
のマスタープランにおいても、南団
地の住居の約半数が中期的・長期的
に不必要になると分析され、都市を
縮小化する方策が練られた。当時の

ドイツ国内では、都市の縮退に関し
て議論がなされていなかったため、
関連法や補助金などの仕組みがな
かったことからみても、ライネフェ
ルデの再生計画は先進的かつ、都市
再生として位置づけられていたとい
える。また、団地再生をコミュニティ
政策の中心に置いており、住民など
様々な主体の早期参画を促し、活動
が継続されるように図られていた。
　また、市の政策と影響力を発揮で
きる方策の調整を継続して行い、プ
ロセス上のクオリティも確保されて
いた。例えば、団地の縮小にあたり、
これまでの状態を維持しないことが
決まったエリアに関しては、計画の
混乱を避けるために、一切の資本投
下が禁止され、数百戸の住宅が撤去
されるという計画がなされた。これ
には、当初 WVL と LWG が反対し
たが、公的資金配分の決定権が市役

図１. 従前のライネフェルデ (1992) Aufwertungsmaßnahmen, Umsetzung bis 1992



3ドイツ・ライネフェルデ 南団地の再生

所側にあったことから、最終的には
再生事業を進める上で協力を得るこ
とができた。縮小化を遂行するにあ
たっては、住民への配慮もなされて
おり、特定の住居地区を縮小対象に
設定するのか、他の縮小方法がある
のかについて住民への示し方が検討
された。

４. 南団地の再生手法
　ライネフェルデの団地再生は、全
てのエリアを再生するのではなく、
南団地の都市構造の中心地区を核と
して整備を行い、住民や住宅会社が
計画の初期段階から参画していた。
その南団地の中心地区では、マスター
プランにおいて、生活動線を確保す
るための交通インフラの整備 ( 図２
の赤線 ) や、緑化軸 ( 図２の緑線 ) と
歩道・自転車道といった住環境整備
が、コア戦略として設定された。

　また、南団地では、2,002 戸が完
全リニューアル、898 戸が部分リ
ニューアル、40 戸が新築された。こ
れらリニューアルは、人口に合わせ
て住戸数など住宅規模を調整し、紋
切り型のパネル工法で作られた住棟
のコンクリートパネルを外し、階数
を減らすことや、住戸スパンを削減
する「減築」により行われ、同時に
住戸内部の質の向上や道路や外部空
間の整備などの環境整備がなされた。
　1996 年には、国際コンペティショ
ンが開かれ、多くの住棟再生パター
ンが提案された。これによって、ブ
ロックごとに異なった再生案が出さ
れた。また、現状把握調査や基本コ
ンセプト立案、業者選択、再生に伴
う居住者の引っ越し等のケアなどソ
フト事業に対しても、全体の 16％
のコストをかけており、丁寧なプロ
ジェクトマネジメントが実行されて

いた。
　その他、太陽電池、断熱材等によ
る温熱性の向上、高齢者に配慮した
エレベーターやスロープの付設、上
下・左右の住戸の連結による増床や、
住棟下部への生活利便施設の挿入が
実施されたが、中でも特徴的な再生
手法としては、挙げられる。

（1）中層住棟から住民センターへ
　5 階建て中層住棟の上４階分の住
宅 100 戸を撤去し、地下と１階部分
だけを残して、団地住民センターを
つくり、施設内に住民集会所とオフィ
スを設置した。尚、この住民センター
横の住棟を撤却し、オープンスペー
スとして日本庭園がつくられた。

（2）住棟を分断、ポイントハウスへ
　改築前の長大住棟 ( 約 200m) を
小さく分断し、角部屋を増やすこと
や、減築によるメゾネットタイプな
ど間取りの変更によって居住性を高
めた。(P.1 の写真 )

（3）居住空間の拡張
　5 階建てのパネル工法による住棟
を 3 階建てに減築、外装デザインの
改築を施した。さらに、テラス部分

図２. マスタープラン上のコア戦略 (2005) Kernstrategie

オープンスペース（日本庭園）として整備

テラス部分が増築された住棟 ( 右 )
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の増築や、１階部には専用庭を設置
し、居住空間の増幅が図られ、庭的
な活用がなされており、プライベー
ト領域が拡大された。
　外部空間を、プライベート ( 専用
庭と前庭 )、共用 ( 中庭、遊び場 )、
公共 ( 道路 ) に分節化することで、

使用権やメンテナンスの責任を明確
にし、居住性を高めることが目指さ
れた。しかし、この土地の私有化に
関しては、部分的な採用となってい
る。例えば、住民の要望から実現し
たものとして、１階部分に専用庭が
設けられた住棟が見られる。この試
みのメリットは、住民に庭として土
地を貸し、維持管理を任せることで、
これまでの市による管理費の負担を
軽減することができることである。

５. 南団地再生のまとめ
　本団地の再生案では、アウトバー
ンなど交通インフラの整備や、アー
バンティッシュ※ 1 レベル、サポート
レベルといった多様な再生処置がと
られた。交通インフラの整備では、

新産業の誘致と雇用創出が図られ、
アーバンティッシュレベルについて
は、福祉・商業施設など不足機能整
備、住居の用途転換がなされた。ま
た、サポートレベルにおいては、建
物価値の向上や設備の近代化など建
築的にレベルの高いリノベーション
が行われた。さらに、「南地区」周
辺のエリアは「緩衝帯」と考え、住
宅市場の構造転換に対応する柔軟性
の確保が、主要戦略として計画され
た。
　再生のコンセプトとして、居住と
労働と自然のバランスを取ることが
第一に考えられており、マスター
アーキテクトではなく、一貫して市
長が中心的な決定を行っていた。
　また、コミュニティ政策の中心に、
都市再生を位置づけており、市長を
中心に、コーディネーターグループ

　図 3．再生の実行に関する組織体制 (Organigramm)

　( コンサルタント ) が住民に情報
を流し、全体的な質の向上に努めた。
様々な「能動的参加者」の早期の参
画を促し、活動を継続させることで、
全体的な質の向上に努めた ( 図３)。

参考文献

：1) Erfahrungsbericht III – Stadtumbau 

in Leinefelde P22,P27,P42

2）NPO 団地再生研究会（2006）：団地

再生まちづくり—建て替えずに蘇る団

地・マンション・コミュニティ , 水曜社 

3）NPO 団地再生研究会（2009）：団地

再生まちづくり２—よみがえるコミュニ

ティと住環境，水曜社

4）W.kil,G.Zwickert，訳 : 澤田誠二 , 河

村和久 (2009), ライネフェルデの奇跡 ,

水曜社

5 ） S t a d t  L e i n e f e l d e （ 1 9 9 9 ）：

Rahmenplan  Suedstadt Leinefelde　

6）Leinefelde-Worbis 市 ホ ー ム ペ ー

ジ http://www.leinefelde.de/, http://

www.leinefelde-worbis.de/suedstadt/

wohnungsbau.php  

※１：ここでのアーバンティッシュと
は、街区を指す。

1 階に設置された専用庭

居室の延長として設置されたバルコニー

幹線道路 ( 従後 )


